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論⽂の概要 

地⽅創⽣の設定⽬標について、⽬標指標に影響を与える変数の相互関係を明らかにす
るため、共分散⾏列を⽤いて要因ネットワーク図を作成し、lasso法による分析を⾏
った。その結果、地域の稼ぐ⼒が地⽅創⽣に重要であることを指摘するとともに、地
理的な制約にとらわれない地域間連携を提案している。 

 
論⽂審査会コメント 

グラフィカルモデリングを⽤いて、地⽅創⽣に関わる探索的関係性解析を多⽅⾯で実
施し、データ分析能⼒が⾼く評価された。政策に関わる仮説実証型論⽂とは異なるが、
近年のデータマイニングや機械学習に関わる⽅法論の政策科学分野への適⽤可能性を
⽰した論⽂であり、得られた結論も探索的なものではあるが興味深いものもあった。 
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1 はじめに
わが国における人口減少，少子高齢化に関する調査や対策の必要性への言及は枚挙に暇がない．特に地方において
事態は深刻であり，例えば東京，埼玉，千葉，神奈川の人口の合計は 2015年で日本の人口の約 28.4%であるが，これ
は 2010年の約 27.8%から 0.6%の増加，人数にして約 51万 3千人の増加となっている [4]．国内における人口減少
を勘案すると地方から大都市圏への人口流出が伺える．これらの課題に歯止めをかけるため，内閣府地方創生推進事
務局は 2015年に第 1期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定した [9]．この方針では，「地方創生」を達成する
ための基本目標として「1．地方に仕事をつくり，安心して働けるようにする」，「2．地方への新しいひとの流れをつ
くる」，「3．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」，「4．時代にあった地域をつくり，安心なくらしを守
るとともに，地域と地域を連携する」の 4項目（以降，目標 1～目標 4 と呼ぶ）を設定している．つまり，これらの
基本目標を満足させることで「地域創生」が充足され，人口減少・少子高齢化の解決の糸口になるという方針が打ち
出されている．さらに, これら目標の達成を定量的に評価するべく, まち・ひと・しごと創生総合戦略では, これらの
基本目標に対して 15件, それぞれの施策に関して 116件の KPI (key performance indicator)が設定されている [12].

それらの基本方針達成に向けて様々な取り組みがなされており,「連携中核都市圏構想」はその 1つである. 連携中
核都市圏構想は平成 26年度から全国で展開されている制度であり, 地方において中枢都市が近隣の市町村と連携する
ことによって圏域全体の経済を牽引し，人口減少や少子高齢化社会などの影響による縮小経済においても社会経済を
維持するための施策である. これにより, 2019年 9月時点で連携中枢都市圏として 32圏域の宣言がなされている状
況にある [5]. 一方で, 先行研究により指摘があるように, 連携中枢都市圏に関する問題点として，圏内に含まれない地
域があること，またそれに伴って圏外から圏内への人口流出を助長し，圏外の地域経済を悪化させる可能性があるこ
とが挙げられる [13]．しかし，連携による経済効果も指摘されているように [7]，現状のすべての地方に対して, より広
範囲での地域連携によって地域経済が活性化されるような枠組みが必要であると考えられる．
また, 基本目標はそれぞれ独立に達成しうるものではなく, 様々な要素が互いに影響しあい, 達成しうることに注意
が必要である. 例えば, 目標 1と目標 2の関連で言えば, 目標 1に関連するその地域の産業の「付加価値額」は, 目標
2に関連する「人口流出率」と相関があることが報告されているが, 同時に「人口流入率」と「所得水準」にも相関が
あり，人口と所得水準は循環して影響しあうとの指摘がある [11]. これは目標 1と目標 2の要素が互いに循環して影
響しあう例であり, このように互いの目標が影響しあい達成しうるものであると考えられる.

このように, 基本目標の達成には, その地域の民間企業の雇用人数や, 各地方自治体による教育の補助や財源の確保，
地域間の連携など, 複数の主体による直接的・間接的な要因が複雑に絡み合っており，基本目標を達成するというこ
とに対して各自治体は具体的にどのような対策を講じればよいのかが煩雑で不透明である状況となっている. そのた
め, 各市町村において何を改善することが基本目標に含まれる要素の改善に繋がるのかを明らかにすることは地域創
生の方針における根本的な課題といえる．これを踏まえ，本稿では各地域では「どのような指標が基本目標の達成に
つながるか」,「その指標を改善するためにはどのような対策が必要か」の 2点を明らかにすることを目的とする．
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2 分析方針と方法
2.1 分析方針

本稿では各市町村に関する包括的なデータセットを作成し, それによりどの要因が地方創生の達成に繋がりうるか
を明らかにする. 具体的には, まち・ひと・しごと創生総合戦略の 4つの基本目標の KPIに深く関連する指標 (以降
では, 目標指標と表記)を定義し, その指標の過去の変動要因を明らかにする. また, まち・ひと・しごと創生総合戦略
では 5年ごとに期が設定されており, 2020年から第 2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が始動する [10]. それを
勘案し, 5年における複数の指標の変化のデータを分析する. 以降では具体的な分析案について述べる.

2.2 分析 1：目標指標の増加率と人口規模の関連

前述の通り, 各地方自治体では, 都市部への人口が流出しており, 日本全体の人口現状を鑑みると経済規模が徐々に
縮小してしまっていると考えられる. 一方で都市部では依然として人口が多く, 地方と比べ経済規模も大きい. まち・
ひと・しごと創生総合戦略に掲げられている通り, 地方創生において人口が最も重要な変数の 1つであると考えられ
る. 分析 1ではこのような人口と目標指標の変化量を相関分析をすることで, すでに人口規模が大きいところが目標
指標を改善しやすいのか, もしくは違った傾向が存在するのかを明らかにする.

2.3 分析 2：目標指標に影響する変数の特定

目標指標は他の様々な要因によって複雑に関係しあっていると考えられる. そこで分析 2では, 目標指標と他の様々
な変数との関係を，ガウシアングラフィカルモデル (GGM)を用いたネットワーク分析によって推定する．GGMは，
多変量正規分布に従う p次元確率変数ベクトルX = (X1, ..., Xp)が与えられたとき，変数Xi と変数Xj(j ̸= i)の関
係を条件付き分布を用いて推定し，グラフ化する手法である. そのモデルは,

Xj = −
∑
k ̸=j

ωjk

ωjj
+ ϵj

と表される．ここで，ωi,j は説明変数の共分散行列の逆行列の (i, j)要素 (i, j = 1, ..., p)であり,ϵj ∼ N(0, 1/ωjj)で
ある．ここで，ωjk = 0と推定されれば，「Xj と Xk は，他の説明変数が与えられた下で独立である」つまり「他の
変数を考慮すると，Xj と Xk は関係性がない」という条件付き独立と解釈することができる．実際の推定では計算
誤差などの影響から ωjk が 0であると推定することは難しい，そのため関係性が弱いと考えられるものを 0と推定す
るスパース推定法を合わせて適用するグラフィカル lasso (glasso)[14] を用いる．
対象とするデータは複雑に影響しあっているため, 多重共線性の問題が考えられる. GGM は線形回帰分析と同
様，多重共線性と呼ばれる変数間に高い相関があることでパラメータ推定が不安定になるという問題が発生しうるが,

glassoは頑健性を持つことが知られており [1], 分析対象に適した分析手法であると考えられる. さらに分布を仮定す
ることから, そのモデルの性能を尤度を用いて, AIC(赤池情報量基準)や BIC(ベイズ情報量規準)を計算することで
客観的に評価することができる特徴がある.

加えて, 推定された目標指標に関する変数間のネットワーク構造から, その構造においてどの変数が最も影響を及ぼ
しているかを，その構造においての媒介中心性 [16] を用いて評価することで目標指標に対する変数の重要度を評価す
る．媒介中心性はネットワークにおけるノード (変数)が他のノード間の最短距離のパスに含まれた回数で評価され,

どれだけ他の変数に影響を与えているかを評価することができる. 本稿では glassoで推定された係数情報を活用する.

係数が大きいということは関係が強いということを表すため, 係数の逆数をそのノード間の距離として, 各変数の媒介
中心性を計測する. その際に, 変数間の関係である係数が必ずしも正であるとは限らないため, 正の係数からなるネッ
トワークと負の係数からなるネットワークそれぞれを独立に評価し, 各ノードに対して正の係数ネットワークでの媒
介中心性から負の係数ネットワークでの媒介中心性を引くことで, そのノードの正の影響度合いを調査する. 第 4章
にて後述するが, 影響の解釈性を地方創生への貢献と一致させるため, 失業者数などの減らすことを目標する変数に関
しては符号を逆転させ解釈を一致させる.
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図表 1: 使用した変数の基本統計量と出典, 及び使用した分析
項目名 データ年度 分析番号 平均 分散 最小値 中央値 最大値 出典

就業者数 2010年 1 34109.774 85052.764 139.000 12153.000 1703374.000 e-Stat(2010)
女性就業者数 2010年 1 14608.194 36170.037 40.000 5299.500 687742.000 e-Stat(2010)
完全失業者数 2010年 1 2340.023 5998.169 0.000 851.500 113909.000 e-Stat(2010)

雇用者数(正規の職員・従業員)[人] 2010年 1 17413.041 43966.465 77.000 6174.500 946329.000 e-Stat(2010)
転入者数[人] 2010年 1 2919.121 9530.025 14.000 867.500 188101.000 e-Stat(2010)
転出者数[人] 2010年 1 2916.079 9825.378 14.000 742.000 191882.000 e-Stat(2010)

転出超過数(=転入者数-転出者数) 2010年 1 -3.042 504.490 -1683.000 -51.000 5820.000 収集した変数を元に計算
婚姻件数[組] 2010年 1 400.889 1164.660 0.000 111.500 22305.000 e-Stat(2010)
出生数[人] 2010年 1 613.190 1630.777 0.000 184.000 32053.000 e-Stat(2010)

保育所等数[人] 2010年 1 12.401 23.658 0.000 6.000 393.000 e-Stat(2010)
就業者数[人] 2015年 1 33725.744 84366.349 139.000 11813.500 1673913.000 SSDSE-2019A

女性就業者数[人] 2015年 1 14795.610 36915.510 48.000 5280.000 703037.000 SSDSE-2019A
完全失業者数[人] 2015年 1 1492.562 3916.208 0.000 508.500 67778.000 SSDSE-2019A

雇用者数(正規の職員・従業員)[人] 2015年 1 17363.618 43826.369 85.000 6041.000 912602.000 SSDSE-2019A
転入者数[人] 2015年 1 2894.894 9481.111 18.000 838.000 183661.000 SSDSE-2019A
転出者数[人] 2015年 1 2895.374 10008.106 12.000 697.500 187687.000 SSDSE-2019A

転出超過数(=転入者数-転出者数) 2015年 1 0.480 726.965 -3088.000 -62.000 11662.000 収集した変数を元に計算
婚姻件数[組] 2015年 1 363.736 1075.772 0.000 96.000 19634.000 SSDSE-2019A

出生数[人]_変化数 2015年 1 575.629 1572.707 0.000 160.000 30022.000 SSDSE-2019A
保育所等数[人]_変化数 2015年 1 13.864 29.634 0.000 6.000 621.000 SSDSE-2019A
総人口[人]_（変化数） 2010年 1,2 -0.045 0.053 -0.370 -0.047 0.240 e-Stat(2010)
就業者数[人]_変化数 2010年, 2015年 2 -0.013 0.024 -0.154 -0.013 0.203 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)

女性就業者数[人]_変化数 2010年, 2015年 2 -0.002 0.012 -0.099 -0.002 0.043 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
完全失業者数[人]_変化数 2010年, 2015年 2 -0.013 0.006 -0.067 -0.012 0.019 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)

雇用者数(正規の職員・従業員)[人]_変化数 2010年, 2015年 2 -0.005 0.017 -0.107 -0.005 0.277 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
転入者数[人] 2010年, 2015年 2 -0.001 0.006 -0.053 -0.001 0.134 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
転出者数[人] 2010年, 2015年 2 -0.002 0.007 -0.052 -0.002 0.136 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)

転入者数-転出者数 2010年, 2015年 2 -0.001 0.007 -0.070 -0.001 0.056 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
婚姻件数[組]_変化数 2010年, 2015年 2 -0.001 0.001 -0.006 -0.001 0.011 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
出生数[人]_変化数 2010年, 2015年 2 -0.001 0.001 -0.011 -0.001 0.017 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)

保育所等数[人]_変化数 2010年, 2015年 2 0.000 0.000 -0.001 0.000 0.003 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
１５歳未満人口[人]_変化数 2010年, 2015年 2 -0.012 0.011 -0.094 -0.013 0.090 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
１５〜６４歳人口[人]_変化数 2010年, 2015年 2 -0.057 0.032 -0.195 -0.060 0.147 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
６５歳以上人口[人]_変化数 2010年, 2015年 2 0.022 0.022 -0.123 0.025 0.083 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
外国人人口[人]_変化数 2010年, 2015年 2 0.000 0.003 -0.012 0.000 0.041 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
死亡数[人]_変化数 2010年, 2015年 2 0.000 0.002 -0.018 0.001 0.011 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)

高齢単身世帯数（６５歳以上の者１人）[世帯]_変化数 2010年, 2015年 2 0.007 0.004 -0.032 0.007 0.037 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
可住地面積[ｈａ]_変化数 2010年, 2015年 2 0.002 0.045 -0.746 0.000 0.558 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
課税対象所得[千円]_変化数 2009年, 2014年 2 19.192 109.256 -493.741 9.389 1993.197 e-Stat(2009,2014)

第１次産業事業所数（経済センサス‐基礎調査結果）[所]_変化数 2009年, 2014年 2 0.000 0.000 -0.006 0.000 0.003 SSDSE-2019A, e-Stat(2009)

第２次産業事業所数（経済センサス‐基礎調査結果）[所]_変化数 2009年, 2014年 2 -0.001 0.001 -0.014 -0.001 0.021 SSDSE-2019A, e-Stat(2009)
第３次産業事業所数（経済センサス‐基礎調査結果）[所]_変化数 2009年, 2014年 2 -0.003 0.004 -0.035 -0.003 0.024 SSDSE-2019A, e-Stat(2009)

売上金額（民営）[百万円]_変化数 2011年, 2016年 2 1.492 7.969 -45.213 0.750 216.798 SSDSE-2019A, e-Stat(2011)
経常収支比率（市町村財政）[％]_変化数 2010年, 2015年 2 0.000 0.002 -0.033 0.000 0.035 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
実質公債費比率（市町村財政）[％]_変化数 2010年, 2015年 2 -0.001 0.002 -0.035 0.000 0.015 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
歳入決算総額（市町村財政）[千円]_変化数 2010年, 2015年 2 48.869 316.284 -6014.273 26.765 5025.992 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)

地方税（市町村財政）[千円]_変化数 2010年, 2015年 2 0.993 21.947 -307.556 0.516 456.352 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
歳出決算総額（市町村財政）[千円]_変化数 2010年, 2015年 2 42.864 291.937 -5724.450 24.827 5010.060 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)

民生費（市町村財政）[千円]_変化数 2010年, 2015年 2 25.424 67.609 -239.726 19.396 1717.203 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
土木費（市町村財政）[千円]_変化数 2010年, 2015年 2 12.927 100.735 -1710.623 1.413 1921.813 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
教育費（市町村財政）[千円]_変化数 2010年, 2015年 2 0.775 69.977 -506.686 0.335 1667.379 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)

災害復旧費（市町村財政）[千円]_変化数 2010年, 2015年 2 5.030 39.270 -142.412 0.000 1152.861 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
幼稚園数[園]_変化数 2010年, 2015年 2 0.000 0.000 -0.001 0.000 0.000 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
小学校数[校]_変化数 2010年, 2015年 2 0.000 0.000 -0.001 0.000 0.000 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
中学校数[校]_変化数 2010年, 2015年 2 0.000 0.000 -0.002 0.000 0.000 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
高等学校数[校]_変化数 2010年, 2015年 2 0.000 0.000 -0.001 0.000 0.000 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
非労働力人口[人]_変化数 2010年, 2015年 2 -0.012 0.026 -0.163 -0.010 0.060 SSDSE-2019A, e-Stat(2010)
公民館数[館]_変化数 2011年, 2015年 2 0.000 0.000 -0.002 0.000 0.006 SSDSE-2019A, e-Stat(2011)
図書館数[館]_変化数 2011年, 2015年 2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 SSDSE-2019A, e-Stat(2011)

非水洗化人口[人]_変化数 2010年, 2015年 2 -0.050 0.074 -0.454 -0.033 0.860 e-Stat(2010,2015)
小売店数[事業所]_変化数 2011年, 2016年 2 -0.001 0.001 -0.019 -0.001 0.008 SSDSE-2019A, e-Stat(2011)

飲食店数（経済センサス-基礎調査結果）[事業所]_変化数 2011年, 2016年 2 0.000 0.001 -0.006 0.000 0.006 SSDSE-2019A, e-Stat(2011)
大型小売店数（経済センサス‐基礎調査及び活動調査結果）[事業所]_変化数 2011年, 2016年 2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 SSDSE-2019A, e-Stat(2011)

一般病院数[施設]_変化数 2010年, 2015年 2 0.000 0.000 -0.001 0.000 0.000 e-Stat(2010,2015)
一般診療所数[施設]_変化数 2010年, 2015年 2 0.000 0.000 -0.001 0.000 0.001 e-Stat(2010,2015)
歯科診療所数[施設]_変化数 2010年, 2015年 2 0.000 0.000 -0.002 0.000 0.001 e-Stat(2010,2015)

一般財源（市町村財政）[千円]_変化数 2010年, 2015年 2 3.954 43.073 -306.263 0.989 543.990 e-Stat(2010,2015)
投資的経費（市町村財政）[千円]_変化数 2010年, 2015年 2 5.415 218.218 -5616.201 1.041 3049.985 e-Stat(2010,2015)

売上金額（民営）[百万円] 2016年 3 947966.795 4924840.593 123.000 158554.000 103971539.000 e-Stat(2009,2014)
従業員特化係数(農業，林業)[A] 2016年 3 4.398 6.703 0.000 1.959 61.077 RESAS(2016)

従業員特化係数(漁業)[B] 2016年 3 5.732 23.309 0.000 0.000 419.920 RESAS(2016)
従業員特化係数(鉱業，採石業，砂利採取業)[C] 2016年 3 3.915 13.993 0.000 0.000 208.938 RESAS(2016)

従業員特化係数(建設業_特化係数)[D] 2016年 3 1.432 0.803 0.000 1.226 8.622 RESAS(2016)
従業員特化係数(製造業)[E] 2016年 3 1.337 0.790 0.000 1.231 4.483 RESAS(2016)

従業員特化係数(電気・ガス・熱供給・水道業)[F] 2016年 3 1.237 4.400 0.000 0.242 86.560 RESAS(2016)
従業員特化係数(情報通信業)[G] 2016年 3 0.174 0.461 0.000 0.053 6.658 RESAS(2016)

従業員特化係数(運輸業，郵便業[H]) 2016年 3 0.902 0.651 0.000 0.764 6.711 RESAS(2016)
従業員特化係数(卸売業，小売業)[I] 2016年 3 0.895 0.228 0.189 0.912 1.972 RESAS(2016)
従業員特化係数(金融業，保険業)[J] 2016年 3 0.524 0.370 0.000 0.478 5.062 RESAS(2016)

従業員特化係数(不動産業，物品賃貸業)[K] 2016年 3 0.557 0.402 0.000 0.490 2.637 RESAS(2016)
従業員特化係数(学術研究，専門・技術サービス業)[L] 2016年 3 0.546 0.734 0.000 0.420 17.949 RESAS(2016)

従業員特化係数(宿泊業，飲食サービス業)[M] 2016年 3 0.996 0.704 0.016 0.866 6.793 RESAS(2016)
従業員特化係数(生活関連サービス業，娯楽業)[N] 2016年 3 1.027 0.594 0.000 0.973 8.680 RESAS(2016)
従業員特化係数(教育，学習支援業_特化係数)[O] 2016年 3 0.612 0.653 0.000 0.446 8.700 RESAS(2016)

従業員特化係数(医療，福祉_特化係数)[P] 2016年 3 1.113 0.484 0.000 1.066 3.578 RESAS(2016)
従業員特化係数(複合サービス事業)[Q] 2016年 3 2.153 2.103 0.071 1.589 38.484 RESAS(2016)

従業員特化係数(サービス業（他に分類されないもの）)[R] 2016年 3 0.670 0.334 0.000 0.617 4.504 RESAS(2016)

図表 2: 分析 2においての前処理例

2.4 分析 3：相乗効果が期待できる地域連携パターンの推定

分析 2によって特定された目標指標に対して重要である変数に注目し, その変数値をもとにクラスタリングを行う.

具体的には, 分析対象データの性質を活かし, 変数を離散化し, 潜在クラス分析 [17] により, 共通のクラスターに分類
する. 潜在クラス分析は, 離散変数の尤度を EMアルゴリズムによって最大化することで, 類似した変数の傾向をもつ
サンプルをクラスタリングするアルゴリズムである. 尤度を用いた分析であるため, glasso同様に AICや BICなど
でクラスタ数などの調整すべきパラメータを客観的に評価し決定することができる点で強みをもつ. さらにクラスタ
リングの結果はそのクラスターへの所属確率で表されるため, クラスタリングの結果が各サンプルに対して 1つのラ
ベルで返されるハードクラスタリング手法とは異なり, 各サンプルに対して所属しうるクラスターを複数持つことが
でき, 柔軟な地方連携を提案することができる.

本稿では, glassoと潜在クラス分析において, あらかじめ決めておかなければならないパラメータであるハイパーパ
ラメータについてともに AIC を用いて客観的に評価を行う. glasso のハイパーパラメータであるスパース性に関わ
る正則化項の強度を調整するパラメータは 0から 0.5まで 0.001間隔で探索を行い, 潜在クラス分析のハイパーパラ
メータであるクラスター数は 2から 50までの間で探索を行いそれぞれ AICが最小であったパラメータを選択する.
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3 データ概要
本稿で使用したデータの基本統計量，出典，及びどの分析で用いたかを図表 1に示す．本稿では, 市町村に対して
広範囲な変数を収録している SSDSE-2019Aデータを元に分析対象を決定したが, まち・ひと・しごと創生総合戦略
に合わせ 5年の変化量に着目するため, SSDSE-2019Aデータに存在する項目でも e-Statから取得した変数も存在す
る. SSDSE, e-Stat, RESASなどの異なる出典からのデータ統合の際には市町村に対してのユニークな idである地
域コードを元に統合し, 欠損を除いた 1722市町村に対して分析を行う. ただし, 宮城県富谷市, 福岡県那珂川市に関
しては人口規模の増加により町から市へ変わったことから地域コードが合致しない箇所があるが, それらは同一の市
町村とみなし分析を行う.

分析の際に 4つの基本目標に対する KPIを元にそれらに深く関連する 10項目を目標指標として設定する. 具体的
には目標 1に関して, 就業者数, 女性就業者数, 完全失業者数, 正規雇用者数の 4つの変数を, 目標 2に関して, 転入者
数, 転出者数, 転出超過数の 3つの変数を, 目標 3として婚姻件数, 出生数, 保育所等数の 3つの変数を設定する. 目標
4に関しては, KPIとして設定されている項目が「立地適正化計画を作成する市町村数」など市町村にまたがる項目
が多く単一市町村における分析と異なる点, 収集できるデータの限界から本稿においては目標指標を設定しない.

分析 2に関して, 本稿で用いるガウシアングラフィカルモデルは，使用する変数に多変量正規分布を仮定している．
しかし，使用データは図表 2(a), (b)に示す通り，元データ，2010年と 2015年の差の両方とも, 正規分布裾野を厚く
したよう分布（ベキ分布）をしている．そのため, 分析 1の結果を踏まえ, より正規分布に近づけるための処理とし
て，2010年と 2015年の差を，2010年の各地域の総人口で割ることで一人当たりの値として扱う．図表 2に目標指標
の 1つである就業者数に対して前処理の例を示す. 使用する変数の中で, 歳入の変化数, 歳出の変化数, 投資的経費の
変化数は互いに 0.9以上の相関係数があるため, ほぼ同一の変数を表していると考え, 歳出の変化数, 投資的経費を除
いた. 同様に総人口の変化数と 15～64歳人口の変化数も 0.85以上の相関係数であったため, 総人口の変化数を除い
た. また非水洗化人口は変化が負の方向にしか存在しなかったため, 正規性の仮定から除いた. 推定されるグラフの構
造には影響しないが, 推定された係数の符号の解釈と地方創生に対する影響を合致させるため, 完全失業, 転出者, 転
出超過, 死亡者, 経常収支比率, 実質公債費比率の変化数の変数に関しては, -1をかけることで符号を逆転させた.

分析 3に関して, 売上金額, 従業員特化係数をクラスタリングを行う際に離散化を行う. これは, 特化係数が特定の
産業に対しての全国平均に対して, その地域のその産業の特化比率を表しており 1を超えていることが大きな意味を
持つと考えられること, さらに通常連続値でのクラスタリングを行う際にユークリッド距離などの距離を計測するが,

特化係数の分布もまた 1以下の値が極端に大きいベキ分布に従っているため距離的に近いサンプルが極端に多くなっ
てしまい正しくクラスタリングをすることができないことを考慮し, これを緩和する目的で離散化を行う.具体的には
規模を考慮するため, 売上金額では 0.1から 1まで 0.1刻みの分位点の範囲で含まれるかどうかにより離散化し, 特化
係数に関してはその値が 1, 3, 5を超えているかどうかにより離散化する.

4 結果と提案
4.1 分析 1の結果と解釈：目標指標に対する人口規模の影響

図表 3は地域ごとに 2010年総人口と各種目標指標の増加率を散布図としてプロットしたものである．いずれも相
関係数は小さな値をとっており，また図からも比例関係が見られないことからも，人口規模は目標指標の増加率に対
して影響しないということが確認できる．このことから現在人口を集められている地方であっても, そうでなく過疎
化が進行している地方であっても, 過去 5年間における目標指標の増加率が関係しないと考えられることが明らかに
なった. そのため, 分析 2ではこれらの全市町村に共通する目標指標の変動の要因を明らかにする.

4.2 分析 2の結果と解釈：目標指標に影響する変数の特定

スパース推定法を用いたガウシアングラフィカルモデルである glassoにより得られたネットワークを図表 4(a)に
示す．10の目標指標に関しては, ノードのインデックスとして小文字のアルファベットを用いて色を変更した. 前述
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図表 3: 分析 1: 2010年総人口と各目標指標との相関係数と散布図

図表 4: (a)glassoにより推定された変数間の関係ネットワーク: 小文字アルファベット aから jまでは目標指標を表
しており, ノードの大きさは媒介中心性の大きさを表している. (b)推定されたネットワークにおける媒介中心性

の通りハイパーパラメータに関しては AICが最小となる値に決定した．ネットワーク図において線で繋がっている
ノードは前述の通り, 互いに影響を与え合う変数といえる．推定されたネットワークから, 各変数は互いに複雑に影響
しあっていることがわかる, また目標指標である 10の変数が全て含まれていることから, 冒頭で述べた目標指標間の
複雑な関連性が客観的に示されたといえる.

前述の通り glassoによって推定されたネットワークからそのグラフ全体への正の影響を評価した媒介中心性を計算
する. 計算された各変数における媒介中心性は図表 4(b)に示されている. この媒介中心性の大きな変数に関しては,

図表 4(a)のノードの大きさとして反映させており, その上位 3つの変数はノードの色に反映させている.

最終的に正と負の係数ネットワークを考慮し, 媒介中心性が最も高かった変数としては, 順に市町村の一般財源, 15

～64歳人口, 課税対象所得, 地方税, 歳入決算額の変化数が挙げられた. これらは推定されたネットワークでその変化
が他の変数におよぼす正の影響が強かった変数であると考えられる. ここで, 前述の通り 15～64歳人口は総人口と,

歳入決算額は歳出決算額, 投資的経費ととても強い相関をもつ係数であることに注意されたい. これらの変数は, 多く
が各自治体の経済規模の変化に関連する項目であり, 中村良平 (2018)[8] で指摘されているように地方自治体における
「稼ぐ力」であると考えられる. これらの変数が最も大きな正の影響を与えるという結果は, 地方創生において強調さ
れている各地方自治体の「稼ぐ力」を表す変数であると考えられる. また推定されたネットワークは地方創生におい
て, 各自治体の「稼ぐ力」が経済の好循環を生む出発点である, という考えと合致する [8].　媒介中心性の負の値が大
きかった変数としては, 災害復旧費, 実質公債費比率, 経常収支比率などが挙げられる. 災害復旧費に関しては災害に
見舞われた地方において高くなる傾向があるため, 災害の影響から他の変数に対して負の影響を与えてしまっている
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図表 5: (a) AIC基準で算出されたクラスタごとに色分けした日本地図, (b) 各クラスタ (縦軸)の売上合計, 特化係数
に関する平均値のヒートマップ: 特化係数に関しては視覚化のためそれぞれクラスター平均値が 1, 3, 5を超えている
か否かに応じて色を濃くしている.

ためだと考えられる. 実質公債費比率, 経常収支比率に関しては, 分母と分子の与える影響がそれぞれ異なるのではな
いかと考えられる. 例えば, 経常収支比率は分母である経常一般財源や, 分子である経常経費に充当した一般財源費な
どはそれぞれの変化によって他の変数に与える影響が異なるため, それぞれの影響が強く, より強かった負の影響が高
くなったのではないかと考えられる.

分析 2から, 複数存在した地方創生においての目標指標は統一的な変数間の関係ネットワークにすべて含まれ, そし
てそれらのネットワーク全体へ大きな正の影響を与える変数としては地方の「稼ぐ力」である経済規模の変化である
変数が挙げられることが明らかになった. これらの分析から地方の「稼ぐ力」を向上させる案を考える.

具体的には, 本稿では目標 4にもある「地方連携」を考える. 理由は 4つ存在する. 1つめは, 地域によって得意と
する産業や環境が異なるが, 同様の状況にある自治体と連携することでそれらの状況に適した案を創出できると考え
るからである. 2つめは, 各々の地方では今後増々の人口減少の傾向が考えられるため, 地方間で連携し経済規模を担
保することが必要であるからである. 推定されたネットワークにおいて 15～64歳人口の変化量が 2番目に正の影響
を与える変数となった. これは総人口と相関が強い変数であるが, 今後人口の増加は増々見込めなくなっていく. そう
した制約下で恒常的に他の一般財源などの増加を達成する, つまり「稼ぐ」には, 連携中核都市圏構想にあるように連
携し, 経済規模を大きく育てることが必要不可欠であると考えるからである. 3つめは, 現在存在する連携中核都市圏
構想では広域連携が難しい地域が多数存在する [6] ことである. 前述の通り連携中核都市圏構想では近隣の地域と連携
するため, 連携が難しい地域が出てくる. しかし, 地方間の連携においては, 同様の問題を抱えている, 類似産業につい
て強みをもっているなど地理的な制約のみにとどまらないと考えられる. 4つめの理由として海外に向けての「稼ぐ
力」を向上させる目的からである. 日本の総人口は縮小傾向にあるため, グローバル市場に目を向けることは重要に
なってくる. これに関し, 先行研究において特定の産業において従業員数の規模と輸出量に相関があることが指摘さ
れており, このように規模を獲得するためにも連携が必要であると考えられる [15]. 以上を踏まえ, 分析 3では, 市町
村データを横断的にクラスタリングを行う.

4.3 分析 3の結果と解釈：相乗効果が期待できる地域連携パターンの推定

クラスタリングを行うに当たり RESASにより取得できる特化係数をクラスタリングの変数として用いる. 特化係
数は大分類において 18 の各産業についてのその地域の強みや注力度合いを表した値であり, 従業者数, 付加価値額,

労働生産性の 3つに対しての全国的な構成比に対しての比率で算出される. 1を超えていればその産業に注力してい
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図表 6: 各クラスターに属する市町村

1

北海道 札幌市,宮城県 仙台市,千葉県 千葉市, 千葉県 印西市, 東京都 新
宿区, 東京都 台東区, 東京都 墨田区, 東京都 江東区, 東京都 品川区, 東
京都 渋谷区, 東京都 中野区, 東京都 豊島区, 東京都 立川市, 東京都 武
蔵野市, 東京都 多摩市, 石川県 金沢市, 広島県 広島市, 福岡県 福岡市, 
沖縄県 那覇市

7

北海道 留萌市, 北海道 稚内市, 北海道 名寄市, 北海道 滝川市, 北海道 江差町, 北海道 岩内町, 北海道 余市
町, 北海道 浜頓別町, 北海道 遠軽町, 北海道 新ひだか町, 宮城県 塩竈市, 山形県 鶴岡市, 山形県 新庄市, 福
島県 相馬市, 福島県 湯川村, 千葉県 銚子市, 千葉県 館山市, 新潟県 長岡市, 富山県 高岡市, 石川県 能登町, 
福井県 福井市, 長野県 伊那市, 長野県 北相木村, 岐阜県 大垣市, 静岡県 松崎町, 三重県 松阪市, 京都府 宮
津市, 兵庫県 姫路市, 兵庫県 洲本市, 兵庫県 豊岡市, 奈良県 大和高田市, 和歌山県 御坊市, 和歌山県 湯浅町,
鳥取県 鳥取市, 鳥取県 米子市, 鳥取県 江府町, 島根県 邑南町, 山口県 下関市, 山口県 周南市, 徳島県 吉野
川市, 徳島県 美馬市, 徳島県 牟岐町, 徳島県 北島町, 香川県 琴平町, 愛媛県 宇和島市, 福岡県 岡垣町, 長崎
県 佐世保市, 長崎県 長与町, 大分県 玖珠町, 宮崎県 高鍋町, 鹿児島県 鹿児島市, 鹿児島県 伊仙町
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北海道 新篠津村, 北海道 七飯町, 北海道 厚沢部町, 北海道 黒松内町, 北海道 ニセコ町, 北海道 南幌町, 北海
道 北竜町, 北海道 愛別町, 北海道 滝上町, 北海道 鹿追町, 青森県 中泊町, 岩手県 西和賀町, 宮城県 松島町, 
秋田県 仙北市, 秋田県 三種町, 山形県 南陽市, 山形県 最上町, 山形県 大蔵村, 福島県 昭和村, 福島県 川内
村, 栃木県 茂木町, 群馬県 片品村, 群馬県 川場村, 東京都 檜原村, 東京都 青ヶ島村,新潟県 阿賀町, 山梨県
山梨市, 山梨県 早川町, 長野県 南相木村, 長野県 平谷村, 長野県 南木曽町, 長野県 野沢温泉村, 岐阜県 高山
市, 静岡県 伊豆市, 三重県 菰野町, 京都府 笠置町, 奈良県 上北山村, 和歌山県 北山村, 鳥取県 三朝町, 鳥取
県 伯耆町, 鳥取県 日南町, 島根県 飯南町, 島根県 津和野町, 島根県 海士町, 徳島県 東みよし町, 愛媛県 松
野町, 高知県 北川村, 高知県 芸西村, 高知県 仁淀川町, 高知県 越知町, 福岡県 赤村, 福岡県 築上町, 佐賀県
嬉野市, 佐賀県 太良町, 熊本県 山鹿市, 熊本県 阿蘇市, 熊本県 美里町, 熊本県 産山村, 熊本県 水上村, 熊本
県 五木村, 大分県 竹田市, 宮崎県 美郷町, 鹿児島県 瀬戸内町, 沖縄県 宮古島市, 沖縄県 国頭村, 沖縄県 大
宜味村, 沖縄県 今帰仁村, 沖縄県 本部町, 沖縄県 伊江村, 沖縄県 八重瀬町
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北海道 津別町, 北海道 白老町, 北海道 白糠町, 北海道 羅臼町, 青森県 横浜町, 岩手県 花巻市, 岩手県 八幡
平市, 岩手県 田野畑村, 宮城県 蔵王町, 宮城県 川崎町, 宮城県 亘理町, 秋田県 湯沢市, 秋田県 にかほ市, 秋
田県 八郎潟町, 山形県 小国町, 福島県 下郷町, 栃木県 大田原市, 群馬県 上野村, 千葉県 白子町, 新潟県 村
上市, 新潟県 妙高市, 富山県 入善町, 石川県 加賀市, 福井県 南越前町, 長野県 安曇野市, 長野県 富士見町, 
長野県 飯島町, 岐阜県 美濃市, 岐阜県 郡上市, 岐阜県 養老町, 静岡県 焼津市, 愛知県 蒲郡市, 愛知県 南知
多町, 三重県 鳥羽市, 三重県 大台町, 滋賀県 野洲市, 滋賀県 米原市, 京都府 京丹後市, 兵庫県 養父市, 兵庫
県 たつの市, 兵庫県 香美町, 奈良県 御所市, 島根県 江津市, 岡山県 笠岡市, 岡山県 新見市, 岡山県 備前市, 
広島県 呉市, 広島県 庄原市, 広島県 安芸高田市, 広島県 江田島市, 山口県 阿武町, 香川県 さぬき市, 香川県
東かがわ市, 愛媛県 今治市, 福岡県 みやこ町, 大分県 佐伯市, 大分県 津久見市, 宮崎県 日向市, 鹿児島県 枕
崎市, 鹿児島県 薩摩川内市, 鹿児島県 南さつま市, 鹿児島県 志布志市, 鹿児島県 南九州市, 鹿児島県 さつ

ま町, 鹿児島県 大崎町, 鹿児島県 東串良町, 沖縄県 糸満市
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北海道 函館市, 北海道 釧路市, 北海道 帯広市, 北海道 深川市, 北海道
浦河町, 北海道 中標津町, 青森県 青森市, 青森県 五所川原市, 岩手県
盛岡市, 宮城県 大河原町, 秋田県 秋田市, 山形県 山形市, 福島県 福島
市, 福島県 郡山市, 茨城県 水戸市, 栃木県 宇都宮市, 群馬県 前橋市, 埼
玉県 熊谷市, 東京都 調布市, 新潟県 新潟市, 富山県 富山市, 福井県 小
浜市, 岐阜県 岐阜市, 岐阜県 多治見市, 静岡県 静岡市, 静岡県 沼津市, 
静岡県 長泉町, 愛知県 岡崎市, 三重県 津市, 三重県 四日市市, 滋賀県
大津市, 滋賀県 草津市, 徳島県 徳島市, 高知県 四万十市, 福岡県 久留
米市, 佐賀県 佐賀市, 長崎県 長崎市, 大分県 大分市, 宮崎県 宮崎市
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北海道 芦別市, 北海道 赤平市, 北海道 北斗市, 北海道 蘭越町, 北海道 共和町, 北海道 上砂川町, 北海道 由
仁町, 北海道 芽室町, 青森県 十和田市, 青森県 つがる市, 青森県 蓬田村, 青森県 板柳町, 青森県 七戸町, 青
森県 田子町, 岩手県 久慈市, 岩手県 遠野市, 岩手県 葛巻町, 岩手県 岩泉町, 岩手県 九戸村, 宮城県 山元町, 
宮城県 大郷町, 秋田県 由利本荘市, 秋田県 潟上市, 秋田県 北秋田市, 山形県 大江町, 山形県 金山町, 山形県
高畠町, 山形県 庄内町, 福島県 喜多方市, 福島県 田村市, 福島県 石川町, 茨城県 常陸太田市, 茨城県 笠間市, 
茨城県 稲敷市, 茨城県 桜川市, 茨城県 城里町, 栃木県 鹿沼市, 栃木県 真岡市, 群馬県 安中市, 群馬県 みど
り市, 群馬県 東吾妻町, 埼玉県 日高市, 埼玉県 東秩父村, 千葉県 香取市, 千葉県 多古町, 新潟県 五泉市, 新
潟県 阿賀野市, 新潟県 胎内市, 富山県 小矢部市, 富山県 上市町, 石川県 宝達志水町, 石川県 中能登町, 山梨
県 南アルプス市, 山梨県 甲州市, 山梨県 南部町, 長野県 佐久穂町, 長野県 中川村, 長野県 阿南町, 長野県
下條村, 長野県 大桑村, 長野県 池田町, 長野県 小布施町, 岐阜県 中津川市, 岐阜県 山県市, 岐阜県 揖斐川町, 
岐阜県 八百津町, 岐阜県 白川町, 愛知県 瀬戸市, 滋賀県 甲賀市, 京都府 城陽市, 奈良県 大淀町, 鳥取県 北
栄町, 鳥取県 日野町, 島根県 大田市, 島根県 奥出雲町, 岡山県 赤磐市, 岡山県 真庭市, 岡山県 矢掛町, 岡山
県 久米南町, 広島県 三次市, 山口県 美祢市, 徳島県 石井町, 香川県 三豊市, 愛媛県 内子町, 高知県 佐川町, 
高知県 日高村, 佐賀県 伊万里市, 長崎県 諫早市, 熊本県 八代市, 熊本県 玉東町, 熊本県 和水町, 熊本県 多
良木町, 大分県 宇佐市, 宮崎県 高原町, 宮崎県 国富町,宮崎県 綾町, 宮崎県 新富町, 鹿児島県 いちき串木野
市, 鹿児島県 伊佐市, 鹿児島県 姶良市, 鹿児島県 肝付町, 鹿児島県 知名町
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北海道 木古内町, 北海道 古平町, 北海道 沼田町, 北海道 東川町, 北海道 美瑛町, 北海道 利尻富士町, 北海道
美幌町, 北海道 興部町, 北海道 西興部村, 北海道 清水町, 北海道 本別町, 青森県 平川市, 青森県 藤崎町, 青
森県 大鰐町, 青森県 田舎館村, 青森県 鶴田町, 青森県 六戸町, 青森県 東北町, 青森県 風間浦村, 青森県 三
戸町, 岩手県 滝沢市, 岩手県 紫波町, 岩手県 住田町, 岩手県 軽米町, 岩手県 一戸町, 宮城県 栗原市, 宮城県
東松島市, 宮城県 丸森町, 宮城県 色麻町, 宮城県 涌谷町, 宮城県 美里町, 秋田県 横手市, 秋田県 五城目町, 
秋田県 井川町, 秋田県 美郷町, 秋田県 東成瀬村, 山形県 上山市, 山形県 山辺町, 山形県 西川町, 山形県 大
石田町, 山形県 鮭川村, 山形県 戸沢村, 山形県 川西町, 山形県 白鷹町, 福島県 二本松市, 福島県 伊達市, 福
島県 桑折町, 福島県 国見町, 福島県 会津美里町, 福島県 中島村, 福島県 塙町, 福島県 玉川村, 福島県 平田
村, 福島県 浅川町, 福島県 古殿町, 福島県 三春町, 福島県 小野町, 茨城県 結城市, 茨城県 下妻市, 茨城県 筑
西市, 茨城県 坂東市, 茨城県 鉾田市, 茨城県 大子町, 栃木県 那須塩原市, 栃木県 那須烏山市, 栃木県 那珂川
町, 群馬県 榛東村, 群馬県 下仁田町, 群馬県 南牧村, 群馬県 昭和村, 埼玉県 蓮田市, 埼玉県 吉見町, 千葉県
山武市, 千葉県 東庄町, 千葉県 一宮町, 千葉県 大多喜町, 新潟県 見附市, 福井県 勝山市, 山梨県 笛吹市, 長
野県 駒ヶ根市, 長野県 小海町, 長野県 川上村, 長野県 松川町, 長野県 高森町, 長野県 阿智村, 長野県 喬木
村, 長野県 豊丘村,長野県 大鹿村, 長野県 木祖村, 長野県 山形村, 長野県 筑北村, 長野県 高山村, 長野県 木
島平村, 長野県 栄村, 岐阜県 海津市, 岐阜県 垂井町, 岐阜県 関ケ原町, 岐阜県 七宗町, 岐阜県 東白川村, 愛
知県 扶桑町, 三重県 明和町, 京都府 京丹波町, 京都府 与謝野町, 兵庫県 丹波市, 兵庫県 南あわじ市, 奈良県
宇陀市, 奈良県 山添村, 奈良県 平群町, 奈良県 吉野町, 奈良県 下市町, 奈良県 黒滝村, 和歌山県 紀美野町, 
和歌山県 広川町, 和歌山県 有田川町, 和歌山県 印南町, 鳥取県 若桜町, 鳥取県 智頭町, 鳥取県 琴浦町, 鳥取
県 大山町, 島根県 安来市, 島根県 雲南市, 島根県 吉賀町, 岡山県 新庄村, 岡山県 西粟倉村, 広島県 神石高
原町, 徳島県 佐那河内村, 香川県 まんのう町, 愛媛県 伊予市, 愛媛県 松前町, 愛媛県 鬼北町, 高知県 馬路村, 
高知県 大豊町, 高知県 津野町, 福岡県 柳川市, 福岡県 うきは市, 福岡県 嘉麻市, 福岡県 みやま市, 福岡県
糸島市, 福岡県 東峰村, 福岡県 大刀洗町, 福岡県 添田町, 福岡県 福智町, 福岡県 上毛町, 佐賀県 鹿島市, 佐
賀県 小城市, 佐賀県 大町町, 佐賀県 白石町, 熊本県 御船町, 熊本県 甲佐町, 熊本県 氷川町, 熊本県 湯前町, 
熊本県 あさぎり町, 大分県 豊後高田市, 大分県 日出町, 宮崎県 小林市, 宮崎県 えびの市, 宮崎県 諸塚村, 宮
崎県 高千穂町, 鹿児島県 日置市, 鹿児島県 曽於市, 鹿児島県 湧水町, 沖縄県 南大東村

20

青森県 黒石市, 青森県 おいらせ町, 岩手県 金ケ崎町, 宮城県 村田町, 宮城県 大和町, 宮城県 大衡村, 山形県
三川町, 福島県 川俣町, 福島県 磐梯町, 福島県 西郷村, 福島県 泉崎村, 福島県 矢吹町, 福島県 棚倉町, 茨城
県 常総市, 茨城県 かすみがうら市, 茨城県 つくばみらい市, 茨城県 小美玉市, 茨城県 美浦村, 茨城県 河内
町, 栃木県 益子町, 栃木県 市貝町, 群馬県 千代田町, 埼玉県 深谷市, 埼玉県 滑川町, 埼玉県 小鹿野町, 埼玉
県 美里町, 埼玉県 神川町, 千葉県 神崎町, 東京都 日の出町, 神奈川県 山北町, 神奈川県 愛川町, 新潟県 聖
籠町, 新潟県 弥彦村, 富山県 滑川市, 富山県 立山町, 石川県 川北町, 山梨県 道志村, 長野県 東御市, 長野県
根羽村, 長野県 坂城町, 岐阜県 神戸町, 岐阜県 安八町, 岐阜県 川辺町, 静岡県 富士宮市, 愛知県 田原市, 愛
知県 愛西市, 愛知県 武豊町, 三重県 いなべ市, 三重県 木曽岬町, 三重県 多気町, 三重県 玉城町, 滋賀県 竜
王町, 京都府 久御山町, 岡山県 井原市, 岡山県 奈義町, 福岡県 筑後市, 福岡県 小竹町, 福岡県 筑前町, 佐賀
県 吉野ヶ里町, 佐賀県 有田町, 佐賀県 江北町, 長崎県 波佐見町, 長崎県 佐々町, 熊本県 宇土市, 熊本県 南

関町, 熊本県 長洲町, 熊本県 大津町, 熊本県 南小国町, 熊本県 西原村, 熊本県 益城町
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北海道 小樽市, 北海道 知内町, 北海道 森町, 北海道 奥尻町, 北海道 寿都町, 北海道 喜茂別町, 北海道 泊村, 
北海道 増毛町, 北海道 猿払村, 北海道 利尻町, 北海道 大樹町, 北海道 標津町, 岩手県 釜石市, 岩手県 大槌
町, 岩手県 山田町, 宮城県 気仙沼市, 山形県 酒田市, 茨城県 鹿嶋市, 群馬県 館林市, 埼玉県 三芳町, 東京都
新島村, 新潟県 小千谷市,新潟県 魚沼市, 新潟県 粟島浦村, 富山県 黒部市, 富山県 射水市, 石川県 珠洲市, 
石川県 志賀町, 福井県 坂井市, 長野県 飯田市, 長野県 塩尻市, 長野県 朝日村, 静岡県 掛川市, 愛知県 半田
市, 愛知県 碧南市, 三重県 川越町, 兵庫県 相生市, 兵庫県 宍粟市, 兵庫県 神河町, 奈良県 川西町, 広島県 尾
道市, 広島県 大竹市, 広島県 廿日市市, 広島県 大崎上島町, 山口県 山陽小野田市, 徳島県 阿南市, 香川県 坂
出市, 香川県 小豆島町, 愛媛県 西条市, 愛媛県 上島町, 福岡県 八女市, 福岡県 朝倉市, 福岡県 粕屋町, 福岡
県 苅田町, 長崎県 松浦市, 長崎県 西海市, 大分県 中津市, 宮崎県 延岡市, 宮崎県 川南町, 沖縄県 粟国村, 沖
縄県 渡名喜村, 沖縄県 北大東村
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北海道 紋別市, 北海道 根室市, 北海道 富良野市, 北海道 石狩市, 北海道 松前町, 北海道 八雲町, 北海道 上
ノ国町, 北海道 せたな町, 北海道 羽幌町, 北海道 遠別町, 北海道 天塩町, 北海道 中頓別町, 北海道 枝幸町, 
北海道 斜里町, 北海道 日高町, 北海道 新冠町, 北海道 えりも町, 北海道 更別村, 北海道 幕別町, 北海道 厚
岸町, 北海道 鶴居村, 青森県 むつ市, 青森県 鰺ヶ沢町, 青森県 深浦町, 青森県 南部町, 岩手県 宮古市, 岩手
県 陸前高田市, 岩手県 岩手町, 岩手県 野田村, 宮城県 石巻市, 秋田県 男鹿市, 秋田県 藤里町, 山形県 遊佐
町, 福島県 猪苗代町, 福島県 会津坂下町, 茨城県 茨城町,群馬県 沼田市, 千葉県 旭市, 千葉県 匝瑳市, 千葉
県 いすみ市, 新潟県 佐渡市, 山梨県 富士川町, 長野県 飯山市, 愛知県 豊根村, 三重県 熊野市, 三重県 南伊
勢町, 三重県 紀北町, 京都府 舞鶴市, 京都府 伊根町, 兵庫県 淡路市, 和歌山県 田辺市, 和歌山県 日高町, 和
歌山県 みなべ町, 和歌山県 上富田町, 和歌山県 串本町, 鳥取県 倉吉市, 島根県 浜田市, 島根県 益田市, 島根
県 隠岐の島町, 岡山県 鏡野町, 広島県 竹原市, 広島県 安芸太田町, 広島県 世羅町, 山口県 長門市, 山口県
上関町, 徳島県 海陽町, 徳島県 上板町, 香川県 土庄町, 愛媛県 西予市, 愛媛県 愛南町, 高知県 室戸市, 高知
県 土佐市, 高知県 宿毛市, 高知県 香南市, 高知県 東洋町, 高知県 本山町, 高知県 いの町, 高知県 四万十町, 
高知県 大月町, 佐賀県 唐津市, 長崎県 島原市, 長崎県 平戸市, 長崎県 対馬市, 長崎県 壱岐市, 長崎県 五島
市, 長崎県 南島原市, 長崎県 小値賀町, 熊本県 天草市, 熊本県 高森町, 熊本県 山都町, 宮崎県 都農町, 鹿児
島県 鹿屋市, 鹿児島県 指宿市, 鹿児島県 西之表市, 鹿児島県 垂水市, 鹿児島県 奄美市, 鹿児島県 錦江町, 鹿
児島県 中種子町, 鹿児島県 龍郷町, 鹿児島県 喜界町
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北海道 乙部町, 北海道 上川町, 北海道 小平町, 北海道 初山別村, 北海道 礼文町, 北海道 小清水町, 北海道
佐呂間町, 北海道 湧別町, 北海道 雄武町, 北海道 壮瞥町, 北海道 洞爺湖町, 北海道 広尾町, 北海道 浜中町, 
青森県 今別町, 青森県 佐井村, 岩手県 洋野町, 宮城県 登米市, 宮城県 加美町, 秋田県 八峰町, 秋田県 羽後
町, 山形県 村山市, 山形県 尾花沢市, 山形県 河北町, 山形県 舟形町, 山形県 真室川町, 山形県 飯豊町, 福島
県 金山町, 茨城県 行方市, 千葉県 南房総市, 千葉県 九十九里町, 富山県 氷見市, 富山県 朝日町, 石川県 羽
咋市, 福井県 池田町, 福井県 越前町, 福井県 若狭町, 山梨県 丹波山村, 長野県 立科町, 長野県 山ノ内町, 長
野県 飯綱町, 愛知県 新城市, 愛知県 東栄町, 三重県 大紀町, 滋賀県 高島市, 兵庫県 新温泉町, 奈良県 野迫
川村, 奈良県 川上村, 和歌山県 九度山町, 和歌山県 由良町, 和歌山県 日高川町, 和歌山県 古座川町, 鳥取県
岩美町, 鳥取県 八頭町, 島根県 西ノ島町, 岡山県 美作市, 広島県 三原市, 広島県 北広島町, 徳島県 阿波市, 
徳島県 那賀町, 徳島県 美波町, 香川県 多度津町, 高知県 土佐清水市, 高知県 安田町, 高知県 中土佐町, 高知
県 黒潮町, 佐賀県 多久市, 長崎県 雲仙市, 熊本県 水俣市, 熊本県 嘉島町, 熊本県 芦北町, 熊本県 相良村, 熊
本県 山江村, 大分県 臼杵市, 大分県 杵築市, 大分県 国東市, 宮崎県 日南市, 宮崎県 串間市, 宮崎県 西都市, 
宮崎県 西米良村, 宮崎県 門川町, 鹿児島県 阿久根市, 鹿児島県 南大隅町, 鹿児島県 大和村, 鹿児島県 宇検
村, 沖縄県 伊是名村, 沖縄県 与那国町
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福島県 本宮市, 福島県 鏡石町, 茨城県 北茨城市, 茨城県 五霞町, 栃木県 上三川町, 群馬県 太田市, 群馬県
甘楽町, 群馬県 邑楽町, 埼玉県 桶川市, 埼玉県 八潮市, 埼玉県 白岡市, 埼玉県 川島町, 埼玉県 横瀬町, 埼玉
県 上里町, 千葉県 佐倉市, 千葉県 市原市, 千葉県 長柄町, 東京都 瑞穂町, 神奈川県 秦野市, 神奈川県 座間
市, 神奈川県 寒川町, 石川県 かほく市, 山梨県 西桂町, 山梨県 忍野村, 長野県 箕輪町, 岐阜県 土岐市, 岐阜
県 池田町, 岐阜県 御嵩町, 静岡県 富士市, 静岡県 袋井市, 静岡県 湖西市, 愛知県 一宮市, 愛知県 豊田市, 愛
知県 安城市, 愛知県 小牧市, 愛知県 東海市, 愛知県 大府市, 愛知県 高浜市, 愛知県 清須市, 愛知県 弥富市, 
愛知県 みよし市, 愛知県 豊山町, 愛知県 東浦町, 愛知県 幸田町, 三重県 朝日町, 京都府 井手町, 大阪府 八
尾市, 大阪府 忠岡町, 兵庫県 明石市, 兵庫県 伊丹市, 兵庫県 稲美町, 兵庫県 福崎町, 奈良県 葛城市, 奈良県
安堵町, 島根県 川本町, 岡山県 倉敷市, 岡山県 総社市, 岡山県 里庄町, 岡山県 勝央町, 広島県 府中町, 広島
県 坂町, 山口県 宇部市, 徳島県 松茂町, 徳島県 藍住町, 福岡県 大川市, 福岡県 古賀市, 福岡県 宮若市, 福岡
県 那珂川町, 福岡県 須恵町, 福岡県 新宮町, 福岡県 久山町, 福岡県 遠賀町, 福岡県 鞍手町, 福岡県 桂川町, 
福岡県 広川町, 福岡県 吉富町, 佐賀県 鳥栖市, 佐賀県 基山町, 佐賀県 上峰町, 長崎県 川棚町, 沖縄県 読谷

村
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北海道 旭川市, 北海道 北見市, 北海道 岩見沢市, 北海道 苫小牧市, 北海道 三笠市, 北海道 千歳市, 北海道
歌志内市, 北海道 福島町, 北海道 長万部町,北海道 島牧村, 北海道 積丹町, 北海道 赤井川村, 北海道 栗山町, 
北海道 月形町, 北海道 浦臼町, 北海道 新十津川町, 北海道 妹背牛町, 北海道 秩父別町, 北海道 雨竜町, 北海
道 中富良野町, 北海道 南富良野町,北海道 占冠村, 北海道 和寒町, 北海道 中川町, 北海道 幌加内町, 北海道
苫前町, 北海道 豊富町, 北海道 清里町, 北海道 置戸町, 北海道 大空町, 北海道 平取町, 北海道 様似町, 北海
道 音更町, 北海道 士幌町, 北海道 池田町, 北海道 足寄町, 北海道 陸別町, 北海道 浦幌町, 北海道 別海町, 青
森県 三沢市, 青森県 平内町, 青森県 大間町, 岩手県 北上市, 秋田県 上小阿仁村, 山形県 朝日町, 福島県 南
相馬市, 福島県 新地町, 茨城県 土浦市, 茨城県 神栖市, 茨城県 八千代町, 栃木県 小山市, 栃木県 矢板市, 群
馬県 高崎市, 群馬県 高山村, 群馬県 玉村町, 埼玉県 小川町, 埼玉県 ときがわ町, 埼玉県 寄居町, 千葉県 船
橋市, 千葉県 木更津市, 千葉県 成田市, 千葉県 東金市, 千葉県 富里市, 千葉県 栄町, 千葉県 芝山町, 千葉県
横芝光町, 千葉県 睦沢町, 千葉県 長生村, 千葉県 長南町, 東京都 利島村, 神奈川県 小田原市, 神奈川県 清川
村, 新潟県 出雲崎町, 石川県 七尾市, 福井県 高浜町, 山梨県 身延町, 山梨県 小菅村, 長野県 原村, 長野県 泰
阜村, 岐阜県 各務原市, 岐阜県 可児市, 岐阜県 輪之内町, 岐阜県 大野町, 岐阜県 坂祝町, 愛知県 豊橋市, 愛
知県 北名古屋市, 愛知県 東郷町, 愛知県 飛島村, 三重県 鈴鹿市, 三重県 伊賀市, 滋賀県 近江八幡市, 滋賀県
守山市, 滋賀県 甲良町, 滋賀県 多賀町, 京都府 福知山市, 京都府 南山城村, 大阪府 泉佐野市, 大阪府 能勢町, 
大阪府 田尻町, 大阪府 岬町, 奈良県 天理市, 奈良県 斑鳩町, 奈良県 東吉野村, 和歌山県 高野町, 和歌山県
那智勝浦町, 岡山県 瀬戸内市, 岡山県 早島町, 岡山県 美咲町, 山口県 山口市, 山口県 光市, 香川県 直島町, 
愛媛県 伊方町, 佐賀県 玄海町, 宮崎県 五ヶ瀬町, 沖縄県 宜野座村
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北海道 士別市, 北海道 今金町, 北海道 真狩村, 北海道 長沼町, 北海道 鷹栖町, 北海道 比布町, 北海道 音威
子府村, 北海道 訓子府町, 北海道 むかわ町, 北海道 上士幌町, 北海道 新得町, 北海道 豊頃町, 北海道 標茶町, 
青森県 西目屋村, 青森県 野辺地町, 青森県 六ヶ所村, 青森県 東通村, 宮城県 角田市, 宮城県 柴田町, 宮城県
女川町, 秋田県 小坂町, 福島県 只見町, 福島県 広野町, 茨城県 つくば市, 茨城県 ひたちなか市, 茨城県 那珂
市, 茨城県 大洗町, 茨城県 阿見町, 栃木県 さくら市, 栃木県 芳賀町, 栃木県 野木町, 栃木県 高根沢町, 群馬
県 桐生市, 群馬県 明和町, 群馬県 大泉町, 埼玉県 川越市, 埼玉県 鳩山町, 埼玉県 長瀞町, 埼玉県 杉戸町, 千
葉県 習志野市, 千葉県 君津市, 千葉県 富津市, 千葉県 袖ケ浦市, 東京都 八王子市, 東京都 青梅市, 東京都
昭島市, 東京都 小平市, 東京都 日野市, 東京都 羽村市, 東京都 三宅村, 東京都 小笠原村, 神奈川県 横須賀市, 
神奈川県 厚木市, 神奈川県 海老名市, 神奈川県 葉山町, 神奈川県 開成町, 石川県 穴水町, 福井県 敦賀市, 福
井県 美浜町, 福井県 おおい町, 長野県 南牧村, 長野県 南箕輪村, 岐阜県 白川村, 静岡県 磐田市, 静岡県 御
殿場市, 静岡県 裾野市, 静岡県 御前崎市, 静岡県 牧之原市, 静岡県 吉田町, 愛知県 稲沢市, 愛知県 知立市, 
愛知県 あま市, 愛知県 長久手市, 愛知県 大口町, 三重県 度会町, 滋賀県 愛荘町, 京都府 木津川市, 京都府
精華町, 大阪府 門真市, 大阪府 島本町, 兵庫県 高砂市, 兵庫県 播磨町, 兵庫県 佐用町, 岡山県 玉野市, 山口
県 和木町, 徳島県 上勝町, 香川県 観音寺市, 愛媛県 新居浜市, 福岡県 篠栗町, 長崎県 時津町, 熊本県 錦町, 
宮崎県 椎葉村, 鹿児島県 長島町, 鹿児島県 南種子町, 沖縄県 東村
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北海道 留寿都村, 岩手県 普代村, 山形県 東根市, 福島県 檜枝岐村, 福島県 北塩原村, 茨城県 古河市, 茨城県
高萩市, 茨城県 牛久市, 栃木県 足利市, 群馬県 伊勢崎市, 群馬県 富岡市, 埼玉県 行田市,埼玉県 加須市, 埼
玉県 本庄市, 埼玉県 狭山市, 埼玉県 羽生市, 埼玉県 鴻巣市, 埼玉県 久喜市, 埼玉県 幸手市, 埼玉県 吉川市, 
千葉県 白井市, 東京都 武蔵村山市, 東京都 あきる野市, 神奈川県 綾瀬市, 新潟県 燕市, 新潟県 田上町, 石川
県 小松市, 石川県 白山市, 福井県 鯖江市, 福井県 あわら市, 福井県 越前市, 山梨県 北杜市, 山梨県 市川三
郷町, 長野県 上田市, 長野県 岡谷市, 長野県 須坂市, 長野県 中野市, 長野県 茅野市, 長野県 千曲市, 長野県
御代田町, 長野県 青木村, 長野県 辰野町, 長野県 宮田村, 長野県 売木村, 長野県 麻績村, 長野県 小川村, 岐
阜県 関市, 岐阜県 恵那市, 岐阜県 笠松町, 岐阜県 富加町, 静岡県 浜松市, 静岡県 藤枝市, 静岡県 菊川市, 静
岡県 小山町, 静岡県 森町, 愛知県 豊川市, 愛知県 尾張旭市, 三重県 伊勢市, 三重県 名張市, 三重県 亀山市, 
三重県 東員町, 滋賀県 長浜市, 滋賀県 湖南市, 滋賀県 東近江市, 滋賀県 日野町, 滋賀県 豊郷町, 京都府 綾
部市, 京都府 八幡市, 京都府 和束町, 大阪府 貝塚市, 大阪府 千早赤阪村, 兵庫県 加古川市, 兵庫県 赤穂市, 
兵庫県 西脇市, 兵庫県 三木市, 兵庫県 小野市, 兵庫県 加西市, 兵庫県 篠山市, 兵庫県 多可町, 奈良県 大和
郡山市, 奈良県 桜井市, 奈良県 三宅町, 奈良県 田原本町, 奈良県 高取町, 和歌山県 海南市, 和歌山県 紀の市, 
鳥取県 境港市, 岡山県 和気町, 広島県 福山市, 広島県 府中市, 広島県 熊野町, 山口県 防府市, 山口県 平生
町, 徳島県 小松島市, 徳島県 つるぎ町, 愛媛県 四国中央市, 福岡県 直方市, 福岡県 豊前市, 福岡県 大木町, 
福岡県 大任町, 佐賀県 みやき町, 長崎県 東彼杵町, 熊本県 菊池市, 熊本県 菊陽町, 宮崎県 木城町, 鹿児島県
三島村, 鹿児島県 十島村
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茨城県 日立市, 茨城県 東海村, 埼玉県 蕨市, 千葉県 我孫子市, 東京都
文京区, 東京都 目黒区, 東京都 大田区, 東京都 世田谷区, 東京都 杉並
区, 東京都 三鷹市, 東京都 府中市, 東京都 国分寺市, 神奈川県 川崎市, 
神奈川県 鎌倉市, 神奈川県 中井町, 神奈川県 大井町, 長野県 長野市, 
愛知県 刈谷市, 京都府 大山崎町, 徳島県 板野町, 福岡県 香春町, 沖縄

県 宜野湾市

5

北海道 室蘭市, 北海道 網走市, 北海道 江別市, 北海道 恵庭市, 北海道 当別町, 北海道 仁木町, 北海道 上富
良野町, 北海道 豊浦町, 青森県 弘前市, 青森県 五戸町, 青森県 階上町, 青森県 新郷村, 宮城県 七ヶ宿町, 宮
城県 七ヶ浜町, 秋田県 大潟村, 山形県 米沢市, 福島県 大玉村, 福島県 天栄村, 福島県 鮫川村, 茨城県 龍ケ
崎市, 茨城県 取手市, 茨城県 守谷市,栃木県 下野市,栃木県 壬生町, 栃木県 塩谷町, 栃木県 那須町, 群馬県
板倉町, 埼玉県 飯能市, 埼玉県 東松山市, 埼玉県 草加市, 埼玉県 入間市, 埼玉県 新座市, 埼玉県 北本市,埼
玉県 坂戸市, 埼玉県 伊奈町, 埼玉県 毛呂山町, 埼玉県 越生町, 埼玉県 嵐山町, 千葉県 野田市, 千葉県 八千
代市, 千葉県 鴨川市, 千葉県 鎌ケ谷市, 千葉県 四街道市, 東京都 板橋区, 東京都 東村山市, 東京都 東大和市, 
東京都 清瀬市, 神奈川県 箱根町, 新潟県 加茂市, 新潟県 刈羽村, 石川県 能美市, 石川県 津幡町, 石川県 内
灘町, 福井県 永平寺町, 山梨県 都留市, 山梨県 中央市, 長野県 松川村, 長野県 小谷村, 長野県 信濃町, 岐阜
県 瑞浪市, 岐阜県 瑞穂市, 岐阜県 本巣市, 岐阜県 北方町, 愛知県 津島市, 愛知県 犬山市, 愛知県 江南市, 愛
知県 豊明市, 愛知県 日進市, 愛知県 美浜町, 京都府 宇治市, 京都府 亀岡市, 京都府 南丹市, 大阪府 堺市, 大
阪府 河内長野市, 大阪府 和泉市, 大阪府 柏原市, 大阪府 高石市, 大阪府 交野市, 大阪府 阪南市, 大阪府 熊
取町, 兵庫県 三田市, 兵庫県 加東市, 兵庫県 猪名川町, 兵庫県 市川町, 奈良県 生駒市, 奈良県 香芝市, 奈良
県 曽爾村, 奈良県 広陵町, 奈良県 河合町, 和歌山県 橋本市, 和歌山県 岩出市, 和歌山県 白浜町, 鳥取県 南
部町, 岡山県 高梁市, 岡山県 浅口市, 岡山県 吉備中央町, 広島県 東広島市, 山口県 周防大島町, 徳島県 鳴門
市, 徳島県 勝浦町, 香川県 善通寺市, 香川県 三木町, 香川県 宇多津町, 愛媛県 東温市, 愛媛県 砥部町, 高知
県 南国市, 高知県 須崎市, 高知県 香美市, 福岡県 飯塚市, 福岡県 小郡市, 福岡県 宗像市, 福岡県 太宰府市, 
福岡県 糸田町, 佐賀県 神埼市,熊本県 玉名市, 熊本県 合志市, 熊本県 南阿蘇村, 熊本県 球磨村, 大分県 豊後
大野市, 大分県 由布市, 宮崎県 三股町, 鹿児島県 屋久島町, 鹿児島県 天城町, 鹿児島県 与論町, 沖縄県 名護
市, 沖縄県 南城市, 沖縄県 恩納村, 沖縄県 西原町

11

北海道 砂川市, 北海道 京極町, 北海道 倶知安町, 北海道 当麻町, 岩手県 大船渡市, 岩手県 矢巾町, 宮城県
名取市, 山形県 中山町, 群馬県 神流町, 群馬県 嬬恋村, 群馬県 草津町, 埼玉県 戸田市, 埼玉県 鶴ヶ島市, 千
葉県 勝浦市, 千葉県 浦安市, 千葉県 八街市, 千葉県 大網白里市, 東京都 足立区, 東京都 福生市, 東京都 狛
江市, 東京都 八丈町, 神奈川県 三浦市, 神奈川県 大和市, 神奈川県 南足柄市, 新潟県 湯沢町, 富山県 舟橋村, 
福井県 大野市, 山梨県 山中湖村, 山梨県 鳴沢村, 長野県 軽井沢町, 長野県 長和町, 長野県 下諏訪町, 長野県
白馬村, 岐阜県 羽島市, 静岡県 熱海市, 静岡県 伊東市, 静岡県 下田市, 静岡県 東伊豆町, 愛知県 常滑市, 三
重県 御浜町, 三重県 紀宝町, 京都府 宇治田原町, 奈良県 御杖村, 奈良県 明日香村, 和歌山県 有田市, 和歌山
県 美浜町, 和歌山県 すさみ町, 香川県 綾川町, 愛媛県 八幡浜市, 高知県 三原村, 福岡県 北九州市, 福岡県
大野城市, 福岡県 宇美町, 鹿児島県 徳之島町, 鹿児島県 和泊町, 沖縄県 石垣市, 沖縄県 沖縄市, 沖縄県 豊見
城市, 沖縄県 北谷町, 沖縄県 南風原町, 沖縄県 座間味村, 沖縄県 久米島町, 沖縄県 竹富町

17

北海道 東神楽町, 宮城県 多賀城市, 宮城県 岩沼市, 埼玉県 春日部市, 埼玉県 上尾市, 埼玉県 越谷市, 埼玉県
志木市, 埼玉県 富士見市, 埼玉県 宮代町, 千葉県 市川市, 千葉県 松戸市, 千葉県 流山市,東京都 練馬区, 東
京都 葛飾区, 東京都 江戸川区, 東京都 東久留米市, 東京都 稲城市, 東京都 西東京市, 神奈川県 相模原市, 神
奈川県 平塚市, 神奈川県 茅ヶ崎市, 神奈川県 逗子市, 神奈川県 伊勢原市, 神奈川県 大磯町, 神奈川県 二宮
町, 神奈川県 湯河原町, 石川県 野々市市, 山梨県 甲斐市, 山梨県 上野原市, 長野県 諏訪市, 愛知県 岩倉市, 
愛知県 大治町, 滋賀県 彦根市, 京都府 長岡京市, 京都府 京田辺市, 大阪府 池田市, 大阪府 泉大津市, 大阪府
高槻市, 大阪府 枚方市, 大阪府 茨木市, 大阪府 富田林市, 大阪府 寝屋川市, 大阪府 松原市, 大阪府 大東市, 
大阪府 箕面市, 大阪府 羽曳野市, 大阪府 摂津市, 大阪府 東大阪市, 大阪府 四條畷市, 大阪府 大阪狭山市, 大
阪府 太子町, 大阪府 河南町, 兵庫県 西宮市, 兵庫県 宝塚市, 兵庫県 川西市, 奈良県 三郷町, 広島県 海田町, 
福岡県 春日市, 大分県 別府市, 沖縄県 与那原町, 沖縄県 渡嘉敷村, 沖縄県 伊平屋村
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埼玉県 さいたま市, 埼玉県 所沢市, 埼玉県 ふじみ野市, 千葉県 柏市, 
東京都 町田市, 神奈川県 松田町, 長野県 松本市, 三重県 尾鷲市, 京都
府 京都市, 大阪府 岸和田市, 大阪府 豊中市, 大阪府 藤井寺市, 兵庫県
芦屋市, 奈良県 奈良市, 奈良県 王寺町, 和歌山県 和歌山市, 和歌山県
新宮市, 岡山県 岡山市, 香川県 高松市, 愛媛県 松山市, 高知県 高知市, 

熊本県 熊本市, 沖縄県 嘉手納町

6

北海道 夕張市, 北海道 美唄市, 北海道 伊達市, 北海道 鹿部町, 北海道 奈井江町, 北海道 剣淵町, 北海道 下
川町, 北海道 美深町, 北海道 厚真町, 北海道 安平町, 北海道 中札内村, 北海道 弟子屈町, 青森県 外ヶ浜町, 
岩手県 二戸市, 岩手県 奥州市, 岩手県 雫石町, 宮城県 白石市, 宮城県 大崎市, 秋田県 能代市, 秋田県 大館
市, 秋田県 鹿角市, 秋田県 大仙市, 山形県 寒河江市, 山形県 長井市, 山形県 天童市, 福島県 会津若松市, 福
島県 いわき市, 福島県 白河市, 福島県 須賀川市, 福島県 南会津町, 福島県 西会津町, 福島県 柳津町, 茨城県
石岡市, 茨城県 常陸大宮市, 茨城県 境町, 茨城県 利根町, 栃木県 日光市, 群馬県 渋川市, 群馬県 藤岡市, 群
馬県 中之条町, 群馬県 長野原町, 群馬県 みなかみ町, 埼玉県 秩父市, 千葉県 茂原市, 東京都 奥多摩町, 東京
都 大島町, 新潟県 柏崎市, 新潟県 新発田市, 新潟県 十日町市, 新潟県 糸魚川市, 新潟県 上越市, 新潟県 南
魚沼市, 新潟県 津南町, 新潟県 関川村, 富山県 魚津市, 富山県 砺波市, 富山県 南砺市, 石川県 輪島市, 山梨
県 富士吉田市, 山梨県 大月市, 山梨県 韮崎市, 長野県 小諸市, 長野県 大町市, 長野県 佐久市, 長野県 天龍
村, 長野県 上松町, 長野県 王滝村, 長野県 木曽町, 岐阜県 美濃加茂市, 岐阜県 飛騨市, 岐阜県 下呂市, 静岡
県 島田市, 静岡県 伊豆の国市, 静岡県 南伊豆町, 静岡県 川根本町, 愛知県 知多市, 愛知県 蟹江町, 愛知県
設楽町, 三重県 桑名市, 大阪府 泉南市, 兵庫県 朝来市, 兵庫県 上郡町, 奈良県 五條市, 奈良県 天川村, 奈良
県 十津川村, 和歌山県 かつらぎ町, 鳥取県 湯梨浜町, 島根県 美郷町, 岡山県 津山市, 山口県 萩市, 山口県
岩国市, 山口県 柳井市, 山口県 田布施町, 徳島県 三好市, 徳島県 神山町, 香川県 丸亀市, 愛媛県 大洲市, 愛
媛県 久万高原町, 高知県 安芸市, 高知県 土佐町, 高知県 大川村, 高知県 檮原町, 福岡県 大牟田市, 福岡県
田川市, 福岡県 行橋市, 福岡県 中間市, 福岡県 筑紫野市, 福岡県 福津市, 佐賀県 武雄市, 長崎県 大村市, 熊
本県 人吉市, 熊本県 宇城市, 熊本県 小国町, 熊本県 苓北町, 大分県 日田市, 大分県 九重町, 宮崎県 都城市, 
宮崎県 日之影町, 鹿児島県 出水市, 鹿児島県 霧島市, 沖縄県 金武町, 沖縄県 中城村, 沖縄県 多良間村

12

北海道 登別市, 北海道 北広島市, 北海道 神恵内村, 北海道 釧路町, 青森県 八戸市, 岩手県 平泉町, 宮城県
富谷市, 宮城県 利府町, 茨城県 潮来市, 栃木県 佐野市, 群馬県 吉岡町, 埼玉県 皆野町, 埼玉県 松伏町, 千葉
県 酒々井町, 千葉県 鋸南町, 東京都 神津島村, 東京都 御蔵島村, 神奈川県 真鶴町, 新潟県 三条市, 山梨県
昭和町, 長野県 生坂村, 岐阜県 岐南町, 静岡県 河津町, 静岡県 西伊豆町, 静岡県 函南町, 静岡県 清水町, 愛
知県 春日井市, 愛知県 阿久比町, 三重県 志摩市, 滋賀県 栗東市, 大阪府 豊能町, 兵庫県 太子町, 奈良県 橿
原市, 奈良県 上牧町, 和歌山県 太地町, 鳥取県 日吉津村, 島根県 知夫村, 山口県 下松市, 高知県 奈半利町, 
高知県 田野町, 福岡県 志免町, 福岡県 芦屋町, 福岡県 水巻町, 福岡県 川崎町, 長崎県 新上五島町, 熊本県

荒尾市, 熊本県 上天草市, 熊本県 津奈木町, 大分県 姫島村, 沖縄県 北中城村
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北海道 幌延町, 埼玉県 朝霞市, 埼玉県 和光市, 埼玉県 三郷市, 千葉県
御宿町, 東京都 北区, 東京都 荒川区, 東京都 小金井市, 神奈川県 藤沢
市, 静岡県 三島市, 京都府 向日市, 大阪府 吹田市, 大阪府 守口市, 兵庫
県 神戸市, 兵庫県 尼崎市, 奈良県 下北山村, 沖縄県 浦添市, 沖縄県 う

るま市

24
東京都 千代田区,  東京都 中央区,  東京都 港区,  神奈川県 横浜市,  愛

知県 名古屋市,  大阪府 大阪市

ると言える. 特化係数としては分析 2から付加価値額を使用するのが望ましいが, 付加価値額においては「秘匿」とさ
れる値が多く欠損が多い. そのため強い線形相関があると考えられ, 欠損が存在しない従業者数の特化係数を分析に
用いる. 実際に欠損していないデータに対して従業者数, 付加価値額の特化係数間の相関を調査したところ 0.78とな
り代替変数としてふさわしいと考える. ただし, 特化係数のみの分析では経済規模が反映されないためクラスタリン
グの変数としてその地域の経済規模を表す売上金額も変数として追加する.

前述の通り, これらの変数はベキ分布に従い, 特化係数は 1以上が強みであるという特徴を分析に反映させるため離
散化してから潜在クラス分析を行う. その結果が図表 5(a)であり, その構成する市町村に関しては図表 6に示してあ
る. 潜在クラス分析では市町村ごとにクラスターへの所属確率が算出されるが, 図示のため図表ではその確率が最大
であったクラスターに所属としている. クラスタリングは AIC基準により 24のクラスターに分類された. 結果をみ
ると局所的には近隣地域が同じクラスターに属すという傾向が見られるが, 全体でみると地理的な制約によらないク
ラスタリングができているといえる. さらに, 東京都港区, 愛知県名古屋市, 大阪府大阪市という 3大都市の代表都市
が同一のクラスターに属していることから経済規模も反映されていることがわかる. 図 5(b)は, 各クラスタごとに特
化係数を平均したときのヒートマップであり, 各クラスターがどの産業に強みを持つかを読み取ることができる. こ
の図から各クラスタにおいて重複する構成は存在せず強みとする産業や, 産業構成によってクラスタリングされてい
ることがわかる.

これらの結果から同程度の経済規模, 産業の強みを持つ, 地理的な制約によらないクラスタリングが実現できた. こ
れらは, 既存の枠組みにとらわれない地方連携の新たな示唆をしている.

5 分析結果のまとめと提案
本稿では, どのような指標が地方創生基本目標の達成につながるか,その指標を改善するためにはどのような対策が
必要かを明らかにする目的で分析を行った. はじめに分析 1では, 人口規模によって各目標指標の増加率が異なるか
否かを分析した. これにより, 増加率は人口規模によらないことを明らかにした. さらに, それを踏まえ分析 2では,
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各自治体に共通する変化要因のネットワークを明らかにした. 推定されたネットワークでは各目標指標をすべて含ん
でおり, 地方創生において各変数が複雑に影響しあっていること, そしてその構造が明らかになった. 推定されたネッ
トワークに対して各自治体の「稼ぐ力」に関連する変数群がとても大きな正の影響を持つ変数であることが明らかに
なり, 現在のまち・ひと・しごと創生においての考えに対して分析による客観的な根拠を与えた. それらの結果を踏ま
え, 既存の地理的な制約にとらわれない地域連携に役立てるためクラスタリングを行った.

本稿では以上のように, 地方創生に本質的に大きな影響をもつ要因を客観的な分析によって明らかにした上, その要
因を改善するための案を示した点で, 第 2期の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の取り組みに大きな示唆を与える.

しかし, 分析には大きく分けて 2つの限界が存在した. 1つは得られる収集できるデータの限界である. 市町村単位
での要因を明らかにするため, 市町村単位のデータを取得する必要があったが, 不足とする変数が存在した可能性があ
る. たとえば, 5年でなく, 1年ごとの変化や, 4つの目標に即した施策が行われていたかなどの新たな変数が加わるこ
とでより詳細で精緻な分析ができたと考えられる. また, 分析 3での特化係数の欠損なども収集できるデータの限界
であるといえる. 2つめとして分析の将来のデータに対する妥当性である. 本稿では用途, データに応じて分析手法を
変えて適用した.そして AICなどを用いることで客観的に妥当性を評価できる結果を導くことができた. ただし今回
使用したデータは 2016年以前のデータが多く地方創生に対して取り組みがまだ多くはなかった時期のデータである.

そのため, 各自治体によって様々な介入が行われた後の第 2期に対してこの分析結果がどれほど一般性をもつのかは
検証が必要である. ただし, 分析自体はデータを変えることで新たな結果を導くことができるため, 最新の国勢調査な
どの結果を用いることで分析をアップデートすることができると考える.
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